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第5条 論文は、委員会の定めた募集要項に基づき、本内規第3条に該当する者よりこれを

公募するo

2 前項の論文のうち、原則として修一1:課程における指導教員の推薦に基づき、委員会

が承認したものを掲載する。

3 要旨は、原則として前年度修士課程修了者全員の修士論文要旨及び課題研究要旨を

掲載する。

(事務)

第6条 『法学研究』に関する事務は、研究部がおこなう。

付則

第 l条 この規程は、 1999年10月6日より施行する。

付 則 (2001年3月22日第 6条改正)

第2条 この規程は2001年 4月 1日より施行する。

法学研究 No.17 -69ー



CONTENTS 

Articles 

The guarantee of effectiveness and legitimacy in consultation procedures 

in Town and Country Planning Law 

一一Thekey to development of public participation and 

collaboration of town planning process in England--'"・H ・H ・H ・..Shogo Sanada ( 1 ) 

Rechtliche Wirkung der Vaterschaftsanerkennung durch den 

nicht leiblichen Vater ...・H ・.，…………...・H ・..…...・H ・.....・H ・..……...・H ・YorikoFuchita (23) 

The range of the loss which is the target of the deduction 

for casualty losses on income tax law 

一一Appropriateof the asbestos disposal cost-_.....・H ・-…H ・H ・..…"'TomoakiMisu (43) 



龍谷大学大学院法学研究編集委討会 委員長 渡辺博明

龍谷大学大学院法学研究

20日年 6月15日 印刷

20日年 6月20日発行

編

発

集
行

委 H 栗田昌裕

委員 石塚武志;

第 17 τEヨョ

龍谷大学大学院法学研究編集委員会

干612・8577 京都市伏見区深草塚本町67
電話 075・645・7922

印 刷 株式会社冨山房インターナショナル
干601・8346 京都市南区吉祥院池田南町13

電話 075・671・7306



THE BULLETIN OF THE GR 
司‘

F Published by 

The Editorial Committee of 

the Bulletin of the Graduate School of Law 

Ryukoku University 

Kyoto， Japan 


